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は　じ　め　に
　近年，我が国では年間約100万人が新たにがんと診断
されており，国民の２人に１人ががんを経験すると言わ
れている１）．一方で，がんの早期発見および早期治療の
充実，手術療法・化学療法・放射線療法の飛躍的な進歩
によりがん患者の生命予後は改善している．その中で，
がん患者の在宅医療が推進されており２），Activities of 
Daily Living（以下，ADL）および Quality of life（以下，
QOL）を維持，さらには向上するための多職種連携の
重要性が報告されている３-５）．介護保険では特定疾病に
がんが含まれており40歳以下においても要件を満たした
場合に利用可能である．にもかかわらず，臨床現場にお
いては自宅退院に難渋するケースを多く経験しているの
が現状である．がん患者が自宅退院できない要因は多く
考えられ，その病態が様々であること，治療過程で安静
を強いられること，がんそのものによる身体機能の低下
に加え，化学療法や放射線療法などの治療に伴う副作用
や合併症による二次的な障害を生じやすいこと，骨関連
事象に対する配慮が必要なこと，家族の介護力などが挙
げられる６）．特に，転移性骨腫瘍（以下，骨転移）によ
る病的骨折や脊髄圧迫による運動麻痺といった骨関連事
象の合併は，ADL の制限や QOL の低下に直結する．
さらに，骨関連事象により Performance Status（以下，
PS）が低下すると化学療法などの積極的治療が困難と
なり，生命予後に影響を及ぼすとも言われている７）．ま

た，骨転移は肺，肝臓に次いで３番目に転移しやすい部
位であり，好発部位として脊椎や骨盤，大腿骨など，荷
重による骨折や麻痺が起こりうる部位が多いことが知ら
れている８）．そこで，自宅退院に関わる阻害因子の検討
は，患者の QOL 向上の一助となると考えられる．

目　　　　　的 
　本調査では，骨転移症例の自宅退院に関わる阻害因子
を調査することである．

対 象 と 方 法
１．対象
　対象は2014年12月から2019年５月までの間に当院に入
院し，緩和ケア科およびリハビリテーション（以下，リ
ハ）科の介入があった骨転移症例49名のうち，死亡退院
10名を除いた39名とした．骨転移の判断は，医師のカル
テ記載の有無とした．
２．方法
　対象症例を，転帰から自宅退院を自宅群，リハ転院・
ホスピス転院・施設等への退院を非自宅群の２群に分類
した．調査項目は転帰，年齢，性別，原発巣，入院時・
退院時の Barthel Index（以下，BI）総得点および退院
時 BI の各項目（歩行・食事・移乗動作・整容・トイレ
動作・入浴・階段昇降・更衣・排尿・排便）の自立・介
助，骨転移部位（骨盤・脊柱・上肢・下肢），病的骨
折・骨折に対する手術・運動麻痺・神経症状・退院時疼
痛・介護保険申請・介護力の有無，入院期間，退院時
PS とし，各項目を２群間で比較した．BI の各項目の自
立度については，満点を自立，それ以外を介助とした．
またすべての項目は，カルテより後方視的に調査した．
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３．データ解析および統計処理
　入院時および退院時BI，入院期間，退院時PSをMann-
Whitney U 検定，その他の項目に関してはχ２検定を用
いて２群間比較を実施した．優位性を認めた項目は変数
増加法（尤度比）ロジスティック回帰分析による多変量
解析を追加実施した．統計ソフトは SPSS ver24.0J を
用いて行い，有意水準は５％とした．
４．倫理的背景
　本研究は，市立函館病院倫理委員会の承認を受けて実
施した（承認番号：迅2019-59）．また，本研究はヘルシ
ンキ宣言をもとに個人情報に十分配慮して行った．

結　　　　　果
１．転帰
　対象者39名のうち，自宅群は14名（36％）であり，非
自宅群は25名（64％）であった．非自宅群の内訳は，リ
ハ転院７名（18％），ホスピス転院15名（38％），施設等
３名（８％）であった（表１）．
２．自宅群と非自宅群における２群間の比較
　自宅群と非自宅群における基本データの比較では，年
齢は自宅群で平均62.5歳，非自宅群で66.5歳であった．
性別では，非自宅群で男性が多く認められた．原発巣で
は，肺が最も多く認められた（表２）．
　自宅群と非自宅群における各項目の比較では，性別，
退院時 BI の総得点，退院時 BI の各項目の中で歩行・
食事・移乗動作・トイレ動作・入浴・階段昇降・更衣・
排尿・排泄，骨盤転移の有無，入院期間，退院時 PS で
有意差を認めた．年齢，入院時 BI の総得点，BI 項目の

整容，脊柱・上肢・下肢の骨転移，病的骨折，骨折に対
する手術，運動麻痺，神経症状，退院時疼痛，介護保険
申請，家族介護力では有意差を認めなかった（表３）．
３．ロジスティック回帰分析による自宅退院の予測因子
　各項目を独立変数，自宅群と非自宅群を従属変数とし
てロジスティック回帰分析を行った．その結果，最終的
に退院時の BI 項目の歩行（オッズ比：24.000，95％信
頼区間：4.010-143.631）が有意な変数として選択され
た（表４）．また，判別的中率は82.1％であり，高値を
示した．

表 1　転帰

表 4　ロジスティック回帰分析の結果

表 2　基本データ

表 3　調査項目における自宅群と非自宅群の比較

群 転帰 詳細
自宅群 14 自宅 14

非自宅群 25 リハ転院 7

ホスピス転院 15

施設など 3

要因 オッズ比 95%CI p 値
歩行 24.000 （4.010-143.631） ***
95％ CI：95％ Confidence Interval，***：p＜0.001

属性 自宅群
（n＝14）

非自宅群
（n＝25）

年齢（歳） 62.5（±9.5） 66.5（±13.8）
性別（男/女） 5/9 17/8

原発巣

肺 2 10

乳 3 2

肝臓 0 5

胃 2 0

大腸 1 3

子宮 1 1

前立腺 1 0

その他 4 4

項目 自宅群
（n＝14）

非自宅群
（n＝25） p 値

入院時 BI 90.0
〔52.5-97.5〕

50.0
〔15.0-75.0〕 n.s.

退院時 BI 90.0
〔76.3-100.0〕

15.0
〔5.0-55.0〕 **

退院時 BI
各項目

（自立/介助）

歩行 12/ 2  5/20 **
食事 13/ 1 14/11 *

移乗動作 13/ 1 11/14 **
整容 11/ 3 15/10 n.s.

トイレ動作 11/ 3  5/20 **
入浴  7/ 7  1/24 **

階段昇降  6/ 8  1/24 **
更衣 10/ 4  6/19 **
排尿 11/ 3  7/18 **
排便 11/ 3  7/18 **

骨転移部位
（有/無）

骨盤 10/ 4  9/16 *
脊柱 11/ 3 19/ 6 n.s.
上肢  1/13  3/22 n.s.
下肢  5/ 9 13/12 n.s.

骨関連事象
（有/無）

病的骨折  3/11  7/18 n.s.
病的骨折の
手術　　　  3/11  3/22 n.s.

運動麻痺  6/ 8  9/16 n.s.
神経症状  7/ 7 11/14 n.s.

退院時疼痛  2/12  4/21 n.s.

その他
（有/無）

介護保険申
請　　　　  2/12  5/20 n.s.

家族介護力 13/ 1 21/ 4 n.s.

入院期間 24.0
〔18.5-34.8〕

41.0
〔32.0-57.0〕 **

退院時 PS 1.0
〔0.0-1.0〕

3.0
〔3.0-4.0〕 **

中央値（四分範囲），*：p＜0.05，**：p＜0.01，
n.s.：not significant
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考　　　　　察
　本研究では，当院における転移性骨腫瘍症例の自宅退
院に関わる阻害因子を調査した．その結果，退院時の歩
行自立度が関与していることが明らかとなった．この結
果を踏まえると骨転移症例に対する早期のリハ介入なら
びに歩行能力の維持向上を中心としたアプローチを図る
こと，早期の介護保険申請や社会資源利用の検討，在宅
環境調整に向けて多職種連携および情報共有を行い，患
者および家族を支援することが重要であることが示唆さ
れた．
　本研究の運動項目における自宅群と非自宅群の比較に
おいては，退院時 BI の総得点および退院時 BI の整容
以外の項目で有意差を認めた．骨転移症例の ADL 能力
を維持改善するためにはリハ介入が重要であり，がんの
治療中・後の運動療法は，筋骨格系・心肺系機能を改善
させ，患者の活動性や QOL の向上にも良い影響を及ぼ
すだけでなく，疲労や倦怠感の減少・自信や自尊心の保
持，ボディーイメージの改善，QOL 全体の向上といっ
た精神心理面への効果も期待できる９）．そのため，リハ
介入による役割は大きいと言える．しかしながら，非自
宅群の入院時 BI と退院時 BI に解離が認められるよう
に，廃用症候群の進行，ADL の低下により退院が困難
と判断されてからリハ依頼がされた例もみられた．これ
はがん患者に対するリハの認知不足や早期リハの重要性
の理解不足が要因だと考えられる． 
　自宅退院の予測因子の検討として実施したロジス
ティック回帰分析の結果では，退院時 BI の歩行が選択
され，歩行能力の維持向上の重要性が明らかとなった．
先行研究では，がん患者における移動能力の維持向上
は，QOLの向上や自宅退院の要因として強く影響を及ぼ
していると報告がある10-12）．このことからも，歩行能力
を維持するために回復的および維持的リハを継続介入す
る必要性も示唆された．ただし，骨転移を有するがん患
者は病的骨折や運動麻痺を回避しながら理学療法を行う
ため，障害像を把握するために，治療方針，生命予後，
骨折リスク，全身状態，患者および家族のニーズなどを
総合的に評価，聴取する必要がある．Van der Linden
らは大腿骨長軸方向の長さが30mm 以上で，骨皮質の
50％以上の病変を認める場合に骨折のリスクが高いと報
告している13）．しかしながら，骨転移が存在するからと
言って病的骨折のリスクが必ずしも高いわけではなく，
骨皮質の連続性が保たれていれば運動制限を設けない場
合が多い．また前立腺がんでは，溶骨性変化ではなく造
骨性変化を認めることが多く14），その場合骨折のリスク
は大きく減少する．さらに，放射線療法により溶骨性骨
転移巣に骨硬化が認められるため，骨折リスクは減少す
る．実際，病的骨折の予防のために放射線療法を行うこ

とや，大腿骨転移の場合は固定術後に放射線療法を行う
ことが望ましいとされている15，16）．このように，骨転移
に対する過度な運動制限は廃用症候群の進行，さらには
QOL の低下につながるおそれがあるため，状態の把握
に努め総合的な判断をもとに継続したリハ介入を検討す
ることが必要である．骨転移部位への放射線治療では骨
硬化が認められるまでに２-４ヵ月を有することが多く，
その間は患部の免荷期間や荷重制限が設けられることが
ある．活動制限による筋力の低下や，場合によっては放
射線療法による除痛効果により ADL が拡大されること
で病的骨折を生じるリスクもある．そのため，有害事象
のリスクを評価し，十分に安全に配慮した運動処方や動
作指導，装具や歩行補助具の選定を行い，可能な限り
ADL 機能を維持する目的に身体活動を促していくこと
が重要である．
　本研究では自宅群および非自宅群で，家族介護力およ
び介護保険申請において有意差を認めなかった．しかし
ながら，非自宅群で家族介護力を有する患者は25症例中
21症例であった．これは，家族のサポートが受けられる
にもかかわらず自宅退院が困難と早い段階で判断された
症例が多く存在している可能性が示唆された．厚生労働
省の意識調査では，在宅療法を実現困難としている原因
の一位が「介護してくれる家族に負担がかかる」という
回答であった17）．このことから，患者だけでなく，家族
の負担軽減となるよう社会サービスの検討，家屋環境の
調整，家族への介助方法の指導などが重要である．さら
に，非自宅群において介護保険申請していなかった症例
は25症例中20症例と多く存在している．介護保険制度と
は，介護を必要とする高齢者の増加や介護期間の長期化
など，介護に対するニーズが増大する一方，核家族化の
進行，介護する家族の高齢化など介護を支えてきた家族
をめぐる状況の変化を背景に，高齢者の介護を社会全体
で支えあう仕組みとして創立された社会保険制度である
18）．また，介護保険は単に介護を要する高齢者の身のま
わりの世話をするということを越えて，高齢者の自立を
支援することを理念としている．患者の自立を促すため
にも，家族の負担軽減の一助となるためにも介護保険制
度を活用することが望ましく，自立が困難である患者は
特に早い段階で申請できるよう適切な情報提供や多職種
との連携を促すことが重要である．前述したとおり，が
ん患者の症状は多岐にわたる．特に骨転移の多くは病的
骨折のリスクを伴っており，保存的加療では骨折のリス
クの完全な回避は困難である．そのため，理学療法士の
視点による専門的な評価と状態に応じた運動指導を行う
必要がある．また，福祉用具の選定や環境設定，介助方
法などについてのコーディネートやアドバイスをするこ
とも我々の大切な介入である．
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　入院期間の比較では，非自宅群において長期の入院を
要していた．これは，転院調整期間による影響や全身状
態の悪化によるものと考えられる．また，退院時 PS で
も有意な差が認められた．PS3および４では，化学療法
の効果よりも副作用の方が勝ることが多く，積極的な治
療は薦められない５）．また放射線治療においても，治療
中の安静肢位を保つ必要があるため，その協力が得られ
るだけの全身状態および精神状態が重要となるため，
PS4では適応が難しい19）．これらの結果から非自宅群
は，積極的な治療はせずに機能を維持しつつ緩和的に介
入することが推奨されているフェーズであると言える．
実際，退院時 BI の総得点の中央値の低下が見られてお
り，患者自身でできることが急激に変化している時期で
もある．これにより，退院時には家族がケアを担う場面
も増加することが予想される．そのため，家族の負担感
もそれに相まって増加したために自宅退院が困難になっ
たと考えられる．患者と家族共に介護される，あるいは
介護するというこれまでにない経験が始まるということ
は，両者が戸惑いやストレスを感じやすい時期であると
言える．自宅復帰を安心して円滑に促すために，多職種
連携による密な情報交換を行い，患者や家族の思いや意
向をしっかり把握しなければならない．そして患者や家
族の気持ちを考慮したうえで，家族の介護負担軽減とな
るようなアプローチや，家族への指導をすることで入院
早期から自宅退院につなげる必要がある．医療者と患者
または家族との間での情報交換不足による介護，介助に
対する考え方の相違や，介護量・介護力の誤解は，円滑
な自宅退院を阻害する．そのため，早期に多職種介入を
行い，患者や家族と良好な関係を築くことも重要な要素
である．また，病状進行後の多職種介入では，家族が介
護を経験している可能性があり，その経験をもとに，家
族が自宅では介護できないという結論を出してしまう可
能性がある．当然ながら，患者および家族が自宅での介
護を選択するためには，家族の負担や不安を最小限に抑
えながら在宅生活をする必要がある．そのためには，病
院からの医療的な支援だけにとどまらず，介護保険制度
などの社会資源を大いに活用し，患者とその家族の暮ら
しを支えていくことが望ましい．
　当院において自宅退院率を向上させるためには，リハ
の早期介入による歩行能力の維持向上を図ること，早期
の介護保険申請や社会資源利用の検討，在宅環境調整に
向けて多職種連携および情報共有を行うことが重要で
あった．また，苦痛の緩和と安楽の提供，ADL および
QOL を拡大できる可能性の追求，孤独感や喪失感を抱
える患者の精神的な支持の共有，家族の不安や負担感の
軽減を達成させることによって自宅復帰率改善が図れる
可能性が示唆された．これらの課題を今後改善し患者や

家族が，患者の人生をより素晴らしいと思えるよう支援
していきたい．
　本研究の限界として，後方視的調査であり運動や離床
の阻害因子である倦怠感や悪液質等の評価，骨皮質の破
壊の割合が与える影響等の因子に対する調査，荷重や安
静度，化学療法・放射線治療内容が不十分であった．ま
た，患者や家族の意向についての調査が不十分であった
ためアンケートなどを用いた検討が必要であった．今後
はこれらの課題項目に対する継続調査，症例数増を図り
さらなる検証を行う必要がある．

ま　　と　　め
　骨転移を有するがん患者を自宅群と非自宅群に分類
し，自宅退院阻害因子の調査をした結果，自宅退院阻害
因子として退院時 BI の歩行能力低値が選択され，退院
時の歩行自立度が関与していることが明らかとなった．
骨転移症例の自宅退院時には，患者やその家族の負担軽
減となるよう，多職種連携，早期の介護保険申請や社会
資源利用の検討，在宅環境調整に向けた取り組み，患者
および家族に寄り添った支援が必要である．
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Investigation of Factors Related to Discharge of Patients 
with Metastatic Bone Tumors
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A b s t r a c t
　This study aimed to investigate the factors influencing the discharge home of patients with metastatic bone 
tumors at our hospital and to examine improvements in discharge home rates. The results showed that the ability 
to walk was related to the decision to discharge the patient home. Supporting patients and their families through 
early interventions in rehabilitation is essential to maintain and improve walking ability. This includes help with 
the early application of long-term health care, use of social resources in case of difficulty in gaining and maintaining 
walking ability, multidisciplinary cooperation, and information sharing to adjust the home environment to the 
needs of the patient.

　　＊Department of Rehabilitation，Hakodate Municipal Hospital
　＊＊Department of Nursing，Hakodate Municipal Hospital


